
◆ Summary ◆
新収益認識基準導入時の内部統制の検討においても，

トップダウン型のリスク・アプローチに基づくキーコ
ントロールの選定・評価実務の考え方は有効である。
ただし，そのためには，「トップダウン型のリスク・
アプローチ」の本質に遡った考察が必要とされる。ま
た，コーポレートガバナンスと「３つの防衛線」の考
え方を取り入れることで，その本質はより一層鮮明に
なる。

《はじめに：本稿の構成》

これまでわが国に存在しなかった収益認識
に関する包括的な会計基準が検討されている。
公表されている「収益認識に関する会計基準

（案）」および「収益認識に関する会計基準の
適用指針（案）」（以下それぞれ「会計基準案」

「適用指針案」といい，併せて「会計基準案等」
という。）は公開草案の段階であり，最短で
2018年12月31日に終了する連結会計年度およ
び事業年度からの早期適用を目指し（原則適
用は2021年４月１日以降開始する連結会計年
度および事業年度の期首から），現在最終化
の最中である。したがって，規定の詳細には
立ち入らず，会計基準案等の特徴から導かれ
る内部統制報告制度（以下「J-SOX」という。）
対応上の留意点を論じる。

また2009年３月期の J-SOX 導入以降，内
部統制に関する考え方は進化している。本稿
では特にコーポレートガバナンス（CG）と「３
つの防衛線」（3 Lines of Defense；3LD） を
重視して内部統制を考察する。なお，文中意
見に係る部分は私見である。

Ⅰ　新収益認識基準適用によるキ
ーコントロールへの影響 

１　トップダウン型のリスク・アプローチと
キーコントロールの選定・評価

「トップダウン型⑴のリスク・アプロー
チ⑵」は，業務プロセス統制（決算プロセス
統制とその他の業務プロセス統制からなる，
以下同じ）の評価範囲の決定の局面だけでな
く，業務プロセスにおけるキーコントロール

（統制上の要点）の選定・評価の局面におい
ても考慮すべき考え方である。

キーコントロールは，会計処理誤りや不適
切な会計処理が生じるリスクを低減するため
に，中心的な役割を果たす内部統制である。
したがって，企業を取り巻く状況，事業内容，
業務プロセスの特徴，リスクや内部統制，そ

内部統制対応の留意点：
キーコントロール，全社統制・業務プロセス統制の見直し
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れから適用される会計基準に関する知見がな
ければ，それを選定・評価することができな
い。換言すれば，必要かつ十分なキーコント
ロールを選定し，評価しようとする試みは，
これらの理解を深化させる。

必要かつ十分なキーコントロールを選定・
評価するための具体的な方法はトップダウン
型のリスク・アプローチである。同アプロー
チによれば，より上位レベルのコントロール

（主に適切な管理者によるモニタリング）を
キーコントロールに選定・評価できる内部統
制を構築することが，結果的に有効かつ効率
的な内部統制を整備・運用することになる。
たとえば１日に多数回実施される担当者レベ
ルのキーコントロール（下位コントロール）
しか選定できず，その運用状況に多数のサン
プル検証を行わなければ内部統制の有効性を
評価できない組織（下位コントロール中心の
組織）と，適切な管理者によってそうした下
位コントロールがモニタリングされ，上位コ
ントロールを中心に内部統制の有効性を検証
できる組織（上位レベルのキーコントロール
を効果的に選定できる組織）とではどちらが
有効かつ効率的か，明らかであろう。

ここでは，トップダウン型のリスク・アプ
ローチに基づくキーコントロールの選定・評
価実務という切り口で，新収益認識基準適用
時の内部統制上の留意点を考察する。

２　新収益認識基準におけるキーコントロール
⑴　収益と不正リスク

2016年に不適切会計を開示した上場企業57
社のうち，収益認識関連の事案は約３割を占
める（㈱東京商工リサーチの調査結果⑶を参
考に筆者が算定）。従来から不適切会計が，

いわゆる３勘定，つまり，売上高，売掛金そ
して棚卸資産に集中していたことを考えれば，
現在もこの傾向は変わらないと推察される。

収益（うち売上高）は，損益計算書のトッ
プラインであり，企業活動の規模を示し，配
当等企業成果の配分の主たる源泉になる。し
たがって企業ごとに「動機」や「正当化」は
様々であるとしても，一般的に不適切会計へ
の誘惑が収益認識には働きやすい。また，従
来，収益認識に関する包括的な会計基準が存
在しなかったことが不適切会計を行う「機会」
となったことも否定できないと思われる。

⑵　従来の収益認識基準

従来，収益認識に関しては，企業会計原則
第二損益計算書原則三 B （「売上高は，実現
主義の原則に従い，商品等の販売又は役務の
給付によって実現したものに限る」）や企業
会計基準第15号「工事契約に関する会計基準」
が存在したが，後者は建設業やソフトウェア
業を営む企業を対象としており，上場企業に
一般的に適用される基準としては前者しか存
在しなかった。

企業会計原則の定めは，実現主義のもとで
の収益認識要件として，一般に「財貨の移転
又は役務の提供の完了」とそれに対する「対
価の成立」が求められていると考えられてい
たが，この２要件が実務上厳格に解釈されて
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いない場合もあった。また，当該定めは事業
内容の多様化・複雑化や技術環境の高度化を
想定したものではなく，計上すべき収益の金
額や売上に関連するリベート，返品，買戻し
等について包括的に定めたものでもなかった。

したがって，会計基準が明確に定めていな
い領域において，時には人的資本的関係のあ
る会社等を通じて，不正の意図をもって，ま
たは不正の意図とは言わないまでも，企業業
績を利害関係者によりよく見せたいといった
意図をもって，不適切な会計処理が行われた
場合もあったと思われる。

⑶�　コントロールの階層と相互の連係（適切

な事前承認と事後モニタリング）

⑴⑵に掲げたこれまでの不適切（不正）会
計の傾向を鑑みるに，収益認識に関する包括
的な会計基準の導入自体が不適切な会計処理
リスクを低減させる効果があると思われる。
しかし，会計基準案等は５つのステップを通
じて収益認識の金額および時期を決定する難
易度の高い新しい考え方を提案している。し
たがって，その導入に伴い従来の販売プロセ
スになかった新たなリスクが生じる。
①　事前承認

新収益認識基準では，原則として顧客との
個々の契約または履行義務を対象として，収
益認識の会計処理の方法が，５つのステップ
で通常は取引開始前（契約内容の検討時）に
決定される。したがって，その決定において
判断過程や判断の根拠資料を所定の様式で保
存するとともに適切な者の承認を得ることが，
収益認識に関するリスクに対応する「始まり
のキーコントロール」になる。

ここでの承認者は，新収益認識基準を十分

理解し，営業部門からは独立している必要が
ある。または，会議体での承認を行うことも
考えられる。

たとえば，「変動対価」の額の見積りに使
用する情報は，通常，入札や提案等の過程お
よび財またはサービスの価格設定において経
営者が使用する情報と同様である（会計基準
案123項）とされ，これらの情報は，営業部
門が保有することが多い。しかし，営業部門
は収益認識の恣意的な操作に対するモチベー
ションが一般に高いと考えられる。したがっ
て，独立的な立場を有する者または組織によ
る承認が必要とされるのである。
②　事後モニタリング

さらに，新収益認識基準は，判断・見積りの
要素が多々存在するため，定期的なそれらの
見直しを求めている（会計基準案52項，71 ～
73項等）。したがって，判断・見積りの事後モ
ニタリングも重要なキーコントロールになる。

事後モニタリングは，判断した事象の結果
の確認や見積りと実績の比較・差異分析等が
具体的な内容と想定される。差異分析では，
差異が，判断の誤りまたは不適切な意図に基
づくものなのか，事前の情報収集の漏れによ
るものなのか，あるいは，新しい状況の発生

（状況の変化）によるものなのか，を明確に
する必要がある。当該コントロールの実施者
の条件も，①で解説した事前承認における適
切な承認者と同様である。

売上高や売上総利益の相手先別分析や前年
同期比較，月次推移分析等は，従来から経営
管理目的・業績評価目的等で行われている。
新収益認識基準に対応する事後モニタリング
では，より詳細な単位での実施が求められる。
基準が適用される単位，つまり個別の契約ま

68 企業会計　2018　Vol.70　No.3 （356）



［特集］

たは一定のグループで識別される履行義務単
位での分析が必要になると思われる。

また，新収益認識基準は，従来会計数値に
反映されていなかった取引実態，たとえば，
履行義務の識別とその充足の進捗度，変動対
価および独立販売価格等を会計数値に反映さ
せることを求める。したがって，分析の複雑
性は増加するが，IT システム化（「IT への
対応」）と併せて検討すれば，経営管理・業
績評価のためのより有用な情報を提供すると
思われる。

このような事前承認および事後モニタリン
グを実施するうえでは，収益認識に関する以
下⑷①～③のリスクに留意すべきである。

⑷　高リスクの特定と見直し

① 　新収益認識基準に内在するリスク（判断

や見積りの要素）

一般に判断や見積りに関する事項は，恣意
性が介入しやすく，会計処理誤りや不適切会
計のリスクが高い。新収益認識基準では，口
頭での約束・取引慣行による契約や履行義務
も識別する必要があり，変動対価，独立販売
価格（直接観察できない場合の見積り）や履
行義務の充足の進捗度等の見積りの要素が存
在する。

また，わが国で行われてきた実務等に配慮
し，10個の代替的な取扱いを設けている（適
用指針案91 ～ 102項，144 ～ 156項）が，そ
の採用にあたっては，財務諸表間の比較可能
性を大きく損なわないか否かの判断が必要に
なる。このように会計基準案等が提案する新
収益認識基準には，判断や見積りの要素が多
数存在する。そのため，判断・見積りの如何
によって算定される収益の額も認識の時期も

大きく異なる可能性がある。
収益の額は「取引価格」を基礎に算定され

るが，「変動対価」をどのタイミングで，ど
れだけ「取引価格」に含めるかの判断・見積
りが結果的に収益認識の金額および時期に影
響を与えることになる。

たとえば，「変動対価」の見積方法には，
最頻法と期待値法が存在し，採用する方法に
より見積額は異なる（会計基準案48項）。ま
た期待値法では識別するシナリオの数によっ
て見積額が異なる可能性がある（会計基準案
49項）。

適用指針案［設例12］（価格の引下げ（値
引き））では，「変動対価」を「取引価格」に
含めると判断して収益認識する例と，「取引
価格」に含められないと判断し収益認識しな
い例が挙げられている。

また，同［設例13］（数量値引きの見積り）
では，リベートについて，当初「変動対価」
を減額していなかったが，新たな事実を考慮
して，遡及的に変動対価が減額される例が挙
げられている。なお，変動対価の減額の結果，
収益は遡及的に減額されるが，過去分は新た
な事実が発生した期にまとめて減額される

（会計基準案71項）。
②　例外事項リスク

５つのステップで事前承認ルールを定めて
も，実務上の都合で例外事項を定めざるを得
ない場合や，適切な承認を得ない例外事項が
既成事実化する場合もあると思われる。

原則的なルールは，厳格な手続として定め
られており，社内の注目も高いので誤りや不
正のリスク（残余リスク）は低い場合も多い。

一方，金額的重要性や取引頻度が低いため
に認められた方便である例外事項は，目が届
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Ⅱ　新収益認識基準における全社
統制と業務プロセス統制

前項ではより上位レベルのキーコントロー
ルを選定・評価することの重要性について述
べたが，詰まるところ，経営者をどのように
モニタリングすることができるか，すなわち，
いわゆる CG の論点に帰結する。経営者が主
導したといわれる不正会計が多発しているこ
とからも，これは非常に重要な論点である。

CG⑷と３LD⑸（図表１）の考え方を全社統
制と業務プロセス統制の検討に取り入れる

（図表２）ことで，前述の「トップダウン型
のリスク・アプローチ」の本質，つまり「コ
ントロールの階層と相互の連係」そして「高
リスクの特定と見直し」が，一層鮮明になる。

１　全社的な内部統制
全社的な内部統制で中心的な役割を担うの

は，経営者のうち（経営の役割分担のうち）
取締役会である。なぜなら，会社の重要な方
針を決定するのは取締役会だからである。方
針を決め人事権（選・解任権と報酬決定権）
を持たないと，執行者（代表取締役等）を適
切に監督することはできない。全社の重要な
方針を定め，執行者（代表取締役等）の人事
権を有する取締役会の監督機能は，「最上位
のキーコントロール」なのである。
「財務報告に係る全社統制に関する評価項

目の例」（42項目）の「統制環境」によれば，
取締役会が決定すべき会社の重要な方針は，
たとえば，以下に関するものと考える。
�財務報告の基本方針や適切な経営理念や倫

理規程に基づく社内の制度

きにくいため，いつの間にか，金額的重要性
や取引頻度が高まり原則的な処理が求められ
る場合や，不正に利用される場合も見受けら
れる。例外事項は方便を認めた理由の確認と
継続的な事後モニタリングが重要になる。
③　誤謬・不正リスク

他社の不適切会計を「対岸の火事」ではな
く，「他山の石」とする姿勢も重要である。
収益認識に関する不適切会計は，人的資本的
関係のある会社との取引を利用する，または
本社の管理が行き届きにくい会社・事業・組
織（地理的遠隔地にある会社，非主流事業お
よび縦割り型の組織等）で行われることが経
験則として蓄積されている。また収益認識は
適切でも対応する原価の付替え等により，利
益を操作する手法も多く用いられる。

したがって，前述の⑷①新収益認識基準に
内在するリスク（判断や見積りの要素）や⑷
②例外事項リスクだけでなく，過去の誤謬や
不正の背景を考慮し，取引先（特に新規取引
先），子会社・事業・組織，そして対応する
原価（あるいは利益率）の観点からもリスク
を識別・評価する必要がある。

なお，本稿では，まず，収益認識における
５つのステップでの適切な事前承認と事後モ
ニタリングをキーコントロールに挙げたが，
各社・各事業の特徴に合わせて，それだけで
十分かを検討し，必要に応じて下位レベルの
コントロールを追加する必要がある。その検
討もトップダウン型のリスク・アプローチに
基づくキーコントロールの選定・評価実務の
考え方に含まれる。同アプローチは，上位レ
ベルのキーコントロールだけを選定すればよ
いという単純な主張ではないということを確
認するため申し添える。
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  適切な会計処理の原則の選択や会計上の見
積り等を決定する際の客観的な実施過程の
保持
 企業内の個々の職能（生産，販売，情報，

会計等）および活動単位に対する適切な役
割分担（3LD）
 信頼性のある財務報告の作成を支える能力

の識別と人材の確保・配置

〔図表１〕3LDの概念図
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営業部門（1st Line）が収益認識に関する会
計処理の方法を決定する情報をほぼ独占的に
保有している一方で，会計知識を最も保有す
るのは経理部門（2nd Line）である。当然，
両者は協力して収益認識に関する会計処理の
方法を検討すべきであるが，経理部門は，営
業部門に対するモニタリング・牽制機能を果
たすことが求められる。新収益認識基準導入
に伴い，経理部門の2nd Line としての重要性
が特に高まる。

また，内部監査部門（3rd Line）の独立的
評価では，新収益認識基準への理解を深める
ことを前提に，これまで業務監査等で蓄積さ
れた自社グループの取引・業務の特徴や実態
に関する知見を踏まえ，企業が採用する会計
処理の方法が継続して取引実態を適切に描写
しているかの観点で評価することが望まれる。

前述のとおり，新収益認識基準に基づく会
計処理を実践するためには，営業部門と経理
部門の協力が不可欠になる。したがって，両
者の関係が馴れ合いになっていないか（2nd 
Line が1st Line を適切にモニタリングしてい
るか），独立した第三者の視点で監査すると
いう，内部監査部門（3rd Line）の本来の役
割が改めて重要になる。

そして，その他の従業員等は，執行者（代
表取締役等）の指揮命令に従いながら，新収
益認識基準への理解を深め，自己の知見で，
会計処理の方法の妥当性や遵守状況をモニタ
リングすることが期待される。その時，内部
統制の“最後の砦”と呼ばれる内部通報制度
が威力を発揮する。

�信頼性のある財務報告の作成を支える能力
の内容の定期的な見直し
�責任の割当てと権限の委任（無制限でなく

適切な範囲に限定）
�職務執行に必要な手段や訓練の提供と従業

員等の能力の向上
�従業員等の勤務評価

新収益認識基準は，これらすべてに関連す
る。また，それだけではなく，従来の取引慣
行の見直しにより，企業のビジネスモデルの
根幹に関連することも想定される。

したがって，取締役会は，新収益認識基準
の導入による自社グループへの影響度調査か
らかかわり，全社的な内部統制全体の見直し
の要否を検討する必要がある。また，その際，
今後の監督機能を適切に果たすため，財務報
告上の高リスクの特定と対応するキーコント
ロールの構築，また，経済環境の変化を考慮
し，それらを継続的に見直す仕組みを意識的
に構築すべきと考える。

なお，新収益認識基準の理解や財務報告上
の高リスクの特定では，財務・会計に関する
適切な知見を有する社外役員が重要な役割を
果たす（CG コード原則4-11前段参照）。

そして，それらの取組みを取締役会評価
（CG コード原則4-11後段参照）または，前述
の全社統制の評価項目例（42項目）における
統制環境の４番目において，重点評価項目に
追加し，社外役員の視点も加えた客観的な自
己評価により，新収益認識基準対応の適切性
を担保すべきと考える。

２　業務プロセス統制
決算プロセス統制とその他の業務プロセス

統制の「連係」がこれまで以上に重要になる。
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［特集］

Ⅲ　 これからの内部統制
――論理と意識

企業のなかに有効かつ効率的な内部統制を
構築するためには，その構成員の内部統制に
関する理解の論理的な深化と，適切な財務報
告に関する意識の向上が必要と考える。
J-SOX 導入以降，不正会計問題が起こる度に

「仏作って魂入れず」という反省が繰り返さ
れてきたことからも，それは明らかなのでは
ないだろうか。

構成員の内部統制に関する理解を論理的に
深化させるには，本稿で解説した「トップダ
ウン型のリスク・アプローチ」「キーコント
ロールの選定・評価実務」「CG」それから「３
LD」の考え方を参考にしていただきたい。

では，構成員の財務報告意識を向上させる
には，どうすればよいだろうか。おそらく，
唯一絶対の答えはなく，企業のなかの誰かが
構成員の意識向上を常に考え続け施策を打ち
続けなければ，それは達成できないのだと筆
者は考える。そしてそれは経営者の重要な仕
事の１つであると考える。

J-SOX の評価は一度手を抜くと，財務報告
を軽んじる気風が企業のなかに広まってしま
う。一度広まった気風は改善しようと思って
もなかなか元に戻らないことが事実として証
明されている。J-SOX 導入時に高まった財務
報告に関する意識が，10年近く経過して単な
る制度対応の証跡集めになってしまっていな
いだろうか。効率化が行きすぎて形骸化をも
たらしていないだろうか。昨今の事例をみれ
ば明らかなとおり，不正会計は会社の存続自
体を脅かす。今回の新収益認識基準への対応
を，従業員等の財務報告意識を高めるための

イベントと経営者が捉えることが，最も重要
と考える。

（注）
⑴　「トップダウン型」とは，「上から下へ」の方

向性を示すことがその本質ではない。ここで重
要なのは，コントロールを「階層」で認識し，
その相互の連係を考慮すること，あるいは，連
係を無視してコントロールを単独で考えないこ
とである。

⑵　「リスク・アプローチ」とは，リスクに応じた
メリハリの効いた対応を指向することである。
そのためにはリスクの評価が必要になるが，そ
の際留意すべきは，定量的なリスク評価の基準
を明確にすることよりも，まず高リスクを特定し
慎重に対応するとともに，その他のリスクに関
しては効率性を重視した対応をとることである。
またリスク評価の定期的な見直しも重要である。

⑶　http://www.tsr-net .co . jp/news/analy
sis/20170315_01.html

⑷　CG については，その目的を「会社の存続」と
大きく捉え，①「経営の役割分担」（中心階層）
＝監督，執行および監査を適切に役割分担する，
②「組織の構築と運営」（下位階層）＝社内の現
業（事業）部門，間接（管理）部門および内部
監査部門が適切に牽制し合うような内部統制を
構築する，③「社内外との対話と協働」（上位階
層）＝企業価値を高めるために経営者と株主，
さらにはその他のステークホルダー（利害関係
者）が双方向で対話し協働する，といった３層
構造で理解する（図表２のＣＧマップ参照）。

⑸　3LD とは，適切なリスクマネジメントを行う
ための組織体制をいい，Defense Line は，事業
体の目的の達成を阻害する事象（リスク）を対
象としている（図表１）。従来から COSO 内部統
制フレームワークでは，５つの構成要素で明示
する役割それぞれについて，誰が責任を負うか
が明らかになっていないといわれており，それ
を補う考え方と位置づけられている。この考え
方 は，2015年 ７ 月，COSO と IIA が 共 同 で

「Leveraging COSO Across the Three Lines of 
Defence」を公表し一般に紹介された。
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